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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第３四半期
累計期間

第16期
第３四半期
累計期間

第15期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

事業収益（千円） 41,178,029 58,656,898 58,023,794

経常利益（千円） 8,149,948 11,154,715 10,968,531

四半期（当期）純利益（千円） 3,947,238 5,533,030 6,325,942

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ―

資本金（千円） 4,876,592 14,162,363 4,952,278

発行済株式総数（株） 70,461,900 91,198,700 70,813,400

純資産額（千円） 14,833,629 40,665,095 17,359,510

総資産額（千円） 32,071,390 61,579,935 37,357,103

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
56.61 64.16 90.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
55.46 63.09 88.53

１株当たり配当額（円） ― ― 10

自己資本比率（％） 45.8 65.7 46.1

　

回次
第15期
第３四半期
会計期間

第16期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
17.08 11.76

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

つきましては記載しておりません。

　　　　２．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、当社は持分法を適用する関連会社がないので、持分法を適用

した場合の投資利益を記載しておりません。

　　　　３．事業収益には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、復

興に向けて緩やかな持ち直しの動きがみられました。一方で欧州の一部の国々における財政の先行き不安が高まって

おり、米国の景気も本格的な回復がみられないことから、急激に円高が進行しました。今後の為替の変動等によって

は、景気が下振れするリスクが存在することから、日本経済の本格的な回復には依然として不透明な状況が続いてお

ります。

航空業界におきましては、震災の影響による消費の自粛ムードが薄れ、国内旅客需要に回復の動きがみられました。

一方で、原油価格は前年よりも上昇しており、経営環境は不安定さを増しております。　

このような事業環境におきまして、当社は第３四半期会計期間に、Boeing737-800型機を２機導入し、合計22機の運

航体制となりました。また、成田空港支店を新たに開設し、旭川、新千歳、那覇へ就航いたしました。さらに、年末におい

ては羽田＝鹿児島線、羽田＝北九州線の増便を実施いたしました。

旅客運送事業につきましては、増便、新規路線開設による提供座席数の増加（前年同期比48.2%増）、それに伴う旅

客数の増加（前年同期比42.3%増）により、事業収益は58,656百万円（前年同期比42.4%増）と大幅な増加となりまし

た。

　事業費につきましては、運航便数の増加と航空機燃料の価格上昇による燃料関連費の増加（前年同期比52.3%増）に

加え、空港使用料、航空機材費、整備費等も便数の増加に概ね比例する形で増加し、事業費総額は44,130百万円（前年

同期比44.6%増）となりました。一方、販売費及び一般管理費は、販売量増加によるカード会社やコンビニエンススト

アへの支払手数料の増加や、採用増に伴う人件費の増加がありましたが、総額では2,468百万円（前年同期比24.7%

増）にとどまりました。

　これらの結果、営業利益は12,058百万円（前年同期比38.9%増)、経常利益は11,154百万円（前年同期比36.9%増)、四

半期純利益は5,533百万円（前年同期比40.2%増）と大幅に増加いたしました。  

　

（2）財政状態の分析　

　当第３四半期会計期間末の資産合計は前事業年度末に比べ24,222百万円増加し、61,579百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金の増加13,095百万円、有形固定資産の増加8,421百万円、長期預け金の増加1,501百万円による

ものであります。

　負債合計は前事業年度末に比べ917百万円増加し、20,914百万円となりました。これは主に前受旅客収入金の増加

2,064百万円、定期整備引当金の増加1,531百万円、返還整備引当金の増加490百万円、および未払法人税等の減少3,321

百万円によるものであります。

　純資産合計は前事業年度末に比べ23,305百万円増加し、40,665百万円となりました。これは主に増資等による資本金

の増加9,210百万円、資本剰余金の増加9,210百万円、利益剰余金の増加4,828百万円によるものであります。

　 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

　 

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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（5）主要な設備

　前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第３四半期累計期間において完成したものは

次のとおりであります。

名称名

（所在地）
設備の内容 投資総額（千円） 完成年月

神戸格納庫

（兵庫県神戸市）
航空機格納庫 　　　　　905,518　　　　　　　 平成23年12月

　

（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取り巻く事業環境は、経済情勢の急激な変化による個人消費への影響、為替動向、原油価格情勢等の外部要因

により大きく変動する状況にあります。

　当社はこれらの状況を踏まえて、継続的なコスト抑制活動はもとより、需要動向、事業効率等を注視し、運航計画、運

賃設定及び販売施策等につきまして、弾力的に検討し、機動的に実施する方針であります。

　

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期累計期間において、増資等により資本金、資本準備金がそれぞれ9,210百万円増加しております。また、

利益剰余金は当四半期純利益による5,533百万円の増加と、配当による704百万円の減少で、純額4,828百万円増加して

おります。

　今回の増資により充分な現金を確保した事により、当第３四半期会計期間末の流動比率は、298.6%となり、前事業年

度末の163.2%から大幅に増加しております。

　

（8）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりますが、最

近の経済情勢、原油価格情勢、少子高齢化の進行に鑑みますと、当社を取り巻く事業環境は、楽観視できない状況が続

く事が予想されます。

　そのような状況の中、国際線に参入することにより、積極的な事業展開を予定しております。国際線の展開を予定し

ている平成26年までは、成田を始めとした更なる国内線の拡充により、成長資金の確保と強固な財務基盤を確立して

まいります。

　事業拡大に伴い、今後更なる従業員の増加を見込んでおりますが、従業員の教育に注力し、国際線においても国内線

同様、安全運航を行います。また、各従業員が複合的に業務を行う事により、座席キロ当たりコストを抑え、国際線にお

いても価格競争力のあるサービスを提供してまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 187,720,000

計 187,720,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 91,198,700 91,216,500
東京証券取引所

マザーズ

1単元の株式数

100株　

計 91,198,700 91,216,500 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金

増減額（千

円）

資本準備金残

高（千円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日

(注1)

51,90091,198,7007,23914,162,3637,23913,295,523

（注1）新株予約権の行使による増加であります。

（注2）平成24年１月１日から平成24年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が17,800株増

加しており、資本金及び資本準備金がそれぞれ3,380千円増加しております。

     　

EDINET提出書類

スカイマーク株式会社(E04279)

四半期報告書

 5/15



（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） （普通株式）345,600 ― 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
（普通株式）

90,796,200
907,962単元株式数100株

単元未満株式 （普通株式）　5,000 ― ―

発行済株式総数 91,146,800 ― ―

総株主の議決権 ― 907,962 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,600株が含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。

　

　　　②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 スカイマーク株式会社
東京都大田区羽田空港

一丁目５番５号
345,600 ― 345,600 0.38

計 ― 345,600 ― 345,600 0.38

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間の役員の異動はありません。　

　

EDINET提出書類

スカイマーク株式会社(E04279)

四半期報告書

 6/15



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　　　0.00％

売上高基準　　　　　　　0.04％

利益基準　　　　　  　△0.00％

利益剰余金基準　　　　△0.00％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,412,600 29,507,890

営業未収入金 2,831,865 3,199,868

貯蔵品 77,982 69,886

未収入金 229,668 61,957

未収還付消費税等 － 71,380

前払費用 1,596,519 2,406,362

繰延税金資産 1,193,037 1,082,360

その他 18,041 28,928

貸倒引当金 △4,215 △710

流動資産合計 22,355,499 36,427,925

固定資産

有形固定資産

航空機材 2,590,586 4,216,230

減価償却累計額 △1,564,456 △2,013,869

減損損失累計額 △87,653 △83,257

航空機材（純額） 938,476 2,119,103

建物 720,630 1,788,584

減価償却累計額 △328,274 △399,394

建物（純額） 392,355 1,389,189

構築物 － 19,601

減価償却累計額 － △306

構築物（純額） － 19,295

機械及び装置 2,257,525 2,259,408

減価償却累計額 △617,471 △1,002,670

機械及び装置（純額） 1,640,053 1,256,737

車両運搬具 1,979,494 2,487,713

減価償却累計額 △1,247,082 △1,678,444

減損損失累計額 △1,637 △1,637

車両運搬具（純額） 730,774 807,631

工具、器具及び備品 1,004,017 1,152,277

減価償却累計額 △641,339 △743,977

減損損失累計額 △1,693 △1,693

工具、器具及び備品（純額） 360,984 406,606

リース資産 945,440 945,440

減価償却累計額 △106,105 △154,906

リース資産（純額） 839,334 790,533

建設仮勘定 2,465,399 9,000,105

有形固定資産合計 7,367,379 15,789,203

無形固定資産 49,748 46,908

投資その他の資産

関係会社株式 2,100 2,100

長期貸付金 5,939 4,702

敷金及び保証金 2,305,192 2,524,436

長期預け金 5,255,275 6,757,034

長期前払費用 19,233 29,652

その他 2,674 2,674

貸倒引当金 △5,939 △4,702
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

投資その他の資産合計 7,584,476 9,315,898

固定資産合計 15,001,604 25,152,010

資産合計 37,357,103 61,579,935

負債の部

流動負債

営業未払金 2,162,593 2,357,197

未払金 107,144 522,201

未払費用 778,779 879,969

未払法人税等 5,963,579 2,642,096

未払消費税等 391,832 －

預り金 293,130 54,567

前受旅客収入金 3,335,223 5,399,565

定期整備引当金 604,846 272,698

その他 62,593 72,522

流動負債合計 13,699,722 12,200,817

固定負債

定期整備引当金 4,411,044 6,274,286

返還整備引当金 828,644 1,318,968

資産除去債務 89,543 142,660

リース債務 850,919 819,210

繰延税金負債 32,171 45,649

その他 85,546 113,246

固定負債合計 6,297,869 8,714,023

負債合計 19,997,592 20,914,840

純資産の部

株主資本

資本金 4,952,278 14,162,363

資本剰余金 4,085,439 13,295,523

利益剰余金 8,257,958 13,086,310

自己株式 △91,055 △91,055

株主資本合計 17,204,621 40,453,142

新株予約権 154,889 211,952

純資産合計 17,359,510 40,665,095

負債純資産合計 37,357,103 61,579,935
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

事業収益 41,178,029 58,656,898

事業費 30,517,117 44,130,088

事業総利益 10,660,912 14,526,809

販売費及び一般管理費 1,979,986 2,468,660

営業利益 8,680,925 12,058,148

営業外収益

受取利息 1,393 4,817

違約金収入 168,450 293,977

その他 39,996 83,866

営業外収益合計 209,840 382,662

営業外費用

支払利息 46,916 57,711

株式交付費 － 94,725

為替差損 691,281 1,131,761

その他 2,618 1,896

営業外費用合計 740,816 1,286,095

経常利益 8,149,948 11,154,715

特別利益

固定資産売却益 55,841 2,616

貸倒引当金戻入額 22,910 －

新株予約権戻入益 － 999

その他 6,063 －

特別利益合計 84,815 3,615

特別損失

固定資産除却損 21,155 5,722

固定資産売却損 134 61

固定資産圧縮損 － 2,775

減損損失 3,094 －

事務所移転費用 － 1,055

その他 8,286 －

特別損失合計 32,671 9,614

税引前四半期純利益 8,202,092 11,148,717

法人税、住民税及び事業税 4,254,854 5,491,532

法人税等調整額 － 124,154

法人税等合計 4,254,854 5,615,687

四半期純利益 3,947,238 5,533,030
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【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響）

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人税率が変更されるこ

とになりました。

　この税率変更により繰延税金資産が76,314千円減少、繰延税金負債が5,734千円減少し、当第３四半期累計期間に費用計

上された法人税等調整額の金額が70,579千円増加しております。　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　　該当事項はありません。

　

（四半期損益計算書関係）

    該当事項はありません。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

前第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

　
減価償却費 796,157千円

　
減価償却費 1,549,791千円

　
　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

　

　

（決議）

株式の

種類

配当金の総額

（千円）

1株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 695,562 10 平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

　　

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。　
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

　

　

（決議）

株式の

種類

配当金の総額

（千円）

1株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 704,677 10 平成23年３月31日平成23年６月23日利益剰余金

　　

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成23年６月１日を払込期日とする一般募集による新株式発行を実施し、資本金及び資本準備金が

それぞれ7,914,231千円増加しております。

　また、平成23年６月21日付で、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社から第三者割当増資の払込みを受

け、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,235,169千円増加しております。

　この結果、第３四半期累計期間における新株予約権の行使による増加額を含め、当第３四半期会計期間末に

おいて資本金が14,162,363千円、資本準備金が13,295,523千円となっております。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、航空輸送サービスの提供及びその附帯事業による航空運送事業の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 56円61銭 64円16銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 3,947,238 5,533,030

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 3,947,238 5,533,030

普通株式の期中平均株式数（株） 69,727,688 86,243,202

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 55円46銭 63円09銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） ― ―

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（千円））
― ―

普通株式増加数（株） 1,444,362 1,450,679

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

　
　当社は、平成24年２月10日開催の取締役会において、今後の国内外への路線網の拡充を目的としたエア

バスA330-300型機６機のリースによる導入について、リース会社と基本合意書を締結することを決議い

たしました。これら６機の導入時期は、平成26年１月以降を予定しております。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

スカイマーク株式会社(E04279)

四半期報告書

14/15



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月10日

スカイマーク株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石戸　喜二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 篠崎　  卓　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　裕子 　 印

　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスカイマーク株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第16期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、スカイマーク株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。
　
強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成24年２月10日開催の取締役会において、リース会社とエアバス

A330-300型機の導入に関する基本合意書を締結することを決議した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

　      2.四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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